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公 告 

 

グリーンビジネス戦略構築・事業化支援業務委託に係る委託候補者を決定するため、次のと

おり企画提案競技を実施する。 

 

 令和６年２月２１日 

島根県知事 丸 山 達 也 

 

１ 企画提案競技に付する事業 

(1) 委託業務名 

グリーンビジネス戦略構築・事業化支援業務 

 (2) 目的 

 今後、ＳＤＧｓ、脱炭素化、デジタル化等の進展により、産業構造が大きく変革する

ことが見込まれている。県内製造業では、変化に対応して新製品・新技術開発等のイノ

ベーションを創出して次世代産業分野へ展開することの重要性が増している。 

そこで、次世代産業分野の中でも特に成長が期待されるグリーン分野への製造業を中

心とした県内企業の参入を促進するため、令和５年度に設立した島根グリーンビジネス

フォーラム（以下、「フォーラム」という）の活動を継続し、戦略構築、研究開発、事業

化等の企業のステージに応じたきめ細かい支援を行うことで、県内経済を牽引し、若者

が魅力を感じる、高付加価値な企業の創出を進める。 

 (3) 仕様 

「グリーンビジネス戦略構築・事業化支援業務 提案競技 仕様書」のとおり。 

(4) 委託期間 

契約締結日から令和７年３月３１日 

 (5) 委託料上限額 

９，０２６，０００円（消費税及び地方消費税を含む。） 

 

２ 参加資格 

 (1) 単独の法人、もしくは、複数の法人による連合体（以下、「コンソーシアム」という。）

であること。 

 (2) 次の各号を満たす者であること。 

① 参加する単独の法人もしくはコンソーシアムの構成員が、国や地方自治体との間

で類似する業務の実績を有し、当該事業を的確に遂行する能力を有すること。 

② 地方自治法施行令（昭和 22 年政令第 16 号）第 167 条の４第１項の規定に該当し

ない者であること。 

③ 地方自治法施行令第 167 条の４第２項各号に該当すると認められる事実があった

後２年を経過しない者でないこと。また、その者を代理人、支配人その他使用人又は

入札代理人として使用する者でないこと。 
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④ 消費税及び地方消費税について未納の税額（納期限が到来していないものを除く。）

がないこと。 

⑤ 島根県の区域内に事業所を有している者にあっては、島根県税の滞納（納期限が到

来していないものを除く。）がないこと。 

⑥ 島根県の区域内に事業所を有しない者にあっては、主たる事務所の所在地の都道

府県における都道府県税の滞納（納期限が到来していないものを除く。）がないこと。 

⑦ 複数のコンソーシアム構成員になって参加し、また、コンソーシアム構成員と単独

の法人として参加するなど、重複参加していないこと。 

⑧ 島根県が実施する入札について指名停止を受け、提出書類の提出期限日において

その措置の期間が満了していない者でないこと。 

⑨ 会社更生法（平成 14年法律第 154 号）に基づく更生手続又は民事再生法（平成 11

年法律第 225 号）に基づく再生手続開始の申立てがなされている者（同法に基づき再

生手続開始の申立てがなされている者であっても、手続開始の決定後、島根県が別に

定める手続に基づき、入札参加資格の受付がなされている者は除く。）でないこと。 

⑩ 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第 77 号）第２      

条第６号に規定する暴力団員（以下「暴力団員」という。）又は同条第２号に      

規定する暴力団若しくは暴力団員と密接な関係を有する者を経営に関与させて      

いる者でないこと。 

 (3) 企画提案募集説明会 

次のとおり企画提案募集説明会を開催する。 

ア 日時 

  令和６年２月２７日（火）９時３０分 

イ 実施方法 

  オンラインにより開催。 

エ（エ）により報告を受けた電子メールアドレスに招待メールを送付する。 

ウ 内容 

 （ア）当業務の目的、仕様、注意点等の説明 

 （イ）質疑応答等 

エ その他 

  企画提案募集説明会に参加する者は、令和６年２月２６日（月）１２時までに、島

根県商工労働部産業振興課（５ 企画提案競技に関する問合せ先）へ以下を記載し

た企画提案募集説明会参加申込書（様式自由）を電子メールにて送付すること。メ

ール表題は【グリーン説明会参加】とし、必ず到着確認の電話を行うこと。 

（ア）企業（団体）名 

（イ）出席者の所属、役職及び氏名 

（ウ）担当者の所属、役職及び氏名 

（エ）担当者の連絡先（電話番号及び電子メールアドレス） 

なお、企画提案募集説明会での質問に対する回答は、令和６年３月４日（月）までに、 

下記（４）の質問に対する回答と合わせて、島根県産業振興課ホームページに掲載する。 

(4) 企画応募に関する質疑・回答 
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令和６年２月２９日（木）１２時までに、「質問書（様式３）」を電子メールにより、

島根県商工労働部産業振興課（５ 企画提案競技に関する問合せ先）に提出するこ

と。送信後に必ず到着確認の電話を行うこと。（電話での質疑は受け付けない。） 

 (5) 参加の意向確認 

参加の意向を確認するため、令和６年３月６日（水）午後５時 15 分までに、「参加表

明書（様式１）」及び添付書類を持参又は郵送（必着）により、島根県商工労働部産業

振興課（５ 企画提案競技に関する問合せ先）に提出すること。 

※持参の場合の受付時間は、午前９時から午後５時 15 分（土、日、祝日除く。）まで

とし、郵送の場合は、郵便書留に限る。 

(6) 企画提案書の提出方法 

ア 提出書類 

グリーンビジネス戦略構築・事業化支援業務提案競技 実施要領（以下、「提案競

技実施要領」という。）による。 

イ 提出方法 

令和６年３月１８日（月）午後５時 15分までに、持参又は郵送（必着）により、

島根県商工労働部産業振興課（５ 企画提案競技に関する問合せ先）に提出する

こと。 

※持参の場合の受付時間は、午前９時から午後５時１５分（土、日、祝日除く。）

までとし、郵送の場合は、郵便書留に限る。 

ウ 留意事項 

提案競技実施要領に記載する。 

(7) 選定審査の実施 

選定審査は、別に設置する「グリーンビジネス戦略構築・事業化支援業務 委託候補

者選定審査委員会」（以下、「審査委員会」という。）において行う。 

なお、応募資格を有しない者又は委託料上限額を超える者は、失格とする。また、提

案者が多数の場合は、書面による事前審査を行うことがある。 

ア 日時 

令和６年３月２６日（火）午後１時から午後５時まで【予定】 

上記日時は予定であり、詳細（日時、場所、提案競技順等）は、３月２１日（木）

までに、電子メールで通知する。 

イ 実施方法 

現地開催。オンラインによる出席も可。 

ウ 場所 

島根県松江市殿町 1番地 島根県庁 ６階 ６０４会議室 

エ 委託候補者の決定 

選定審査結果１位の事業者を委託候補者とするが、１位の事業者が契約を辞退し

た場合は、順次順位を繰り上げることとする。 

オ 選定審査結果の通知 

文書により、提案者に対してそれぞれ通知し、選定審査の経緯については、公表 

しない。また、選定審査結果に対しての異議は受け付けない。 
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３ 契約 

(1) 契約相手方 

審査委員会が選定した委託候補者と地方自治法施行令第 167 条の２第１項第２号 

の規定により、随意契約を行う。 

(2) 契約金額等 

委託候補者から見積書を徴取し、予定価格の範囲内において決定する。なお、採択さ 

れた企画提案に基づき、県と委託候補者とが協議し、委託内容、仕様等を決定する。 

(3) 契約保証金 

島根県会計規則第 69 条第 1 項の規定により契約金額の 100 分の 10 以上を納付する

こととする。ただし、島根県会計規則第 69 条の２各号のいずれかに該当する場合は免

除する。 

 

４ その他 

(1) 令和６年２月議会において本公告に示した契約に係る予算の議決がなされない場

合は提案競技を行わない。また、契約締結の時期は令和６年４月以降とする。 

(2) 本提案競技において提出された書類等は、他の目的には使用しない。また、事業終

了後においても一切返却しない。 

(3) 企画提案に要する費用は、基本的に提案者負担とするが、グリーンビジネス戦略構

築・事業化支援業務 提案競技 実施要領７企画提案書に定める所定の要件に合致し

た適正な提案書を作成し提出した企業に対しては、企画提案に係る経費を、１提案あ

たり 20,000 円（消費税等含む）支給する。支給は、単独の法人はその法人に対して、

コンソーシアムによる参加は代表法人に対して行うが、受託者及び資格審査により参

加資格のないものに対しては支給しない。 

 

５ 企画提案競技に関する問合せ先 

〒690-8501 島根県松江市殿町１番地 

島根県商工労働部産業振興課 担当 広瀬、三島、岡田、上東 

電話 0852-22-5293 

ﾌｧｸｽ 0852-22-5638 

電子メール greenforum@pref.shimane.lg.jp 


